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マーケティング･リサーチの実施状況と製品開発の成果	 
通常製品と革新的な製品の比較	 
○濱岡	 豊（慶應義塾大学商学部）	 

	 
1.はじめに	 

1)研究の背景	 

	 日本企業の製品開発については,自動車業界を対

象とした	 (Clark	 &	 Fujimoto,	 1991),事例調査およ

びアンケートによって業種間での比較を行った(藤

本	 &	 安本,	 2000),さらに顧客志向に注目した(川上

智子,	 2005)などがある｡これらは主に開発プロセス

に注目したものである｡一方で,開発された製品の日

本市場における成功については,(Edgett,	 Shipley,	 

&	 Forbes,	 1992)の日英での国際比較,(Song	 &	 Parry,	 

1997)のアンケート調査などがある｡	 

	 イノベーションの研究では比較的技術的な側面に

注目されがちであるが,日本企業の成功について分

析した(Song	 &	 Parry,	 1997)は,｢マーケティング能

力｣｢技術能力｣,それらを統合する｢クロスファンク

ショナルチーム｣が重要であることを指摘した｡	 

	 マーケティング能力には,市場の情報を収集する

｢マーケティング･リサーチ｣も重要である｡

(Crawford,	 1977)は新製品の成功とマーケティン

グ･リサーチの関係を分析した古典的な文献である｡	 

	 マーケティング･リサーチについては,企業全体の

成 果 と の 関 係 を 分 析 し た 分 析 し た (Hart	 &	 

Diamantopoulos,	 1992),(Ogunmokun,	 Chin,	 &	 

McPhail,	 2005),輸出パフォーマンスとの関連を分

析した(Hart	 &	 Tzokas,	 1999)がある｡ただし,これら

は具体的なマーケティング･リサーチ手法について

質問しておらず,具体的な手法の評価となっていな

いという限界がある｡	 

	 (榊原,	 2006)は，日本企業の研究開発の効率が低

下していることを示し，その原因として，日本企業

の強みであったプロセス・イノベーションからプロ

ダクト・イノベーション，漸次的的・連続的なイノ

ベーションから非連続的なイノベーションへの移行

に対応できていないことを指摘している。イノベー

ションの重要性は Schumpeter 以来重視されてきた

が,近年は(Christensen,	 1997;	 Christensen	 &	 

Raynor,	 2003)による｢破壊的なイノベーション｣が

注目されている｡そこでは顧客の声を聴きすぎるこ

とのデメリットが挙げられている｡	 

2)研究の目的	 

	 本研究の目的は,製品開発におけるマーケティン

グ･リサーチや組織要因,製品開発プロセス要因など

が製品開発のパフォーマンスに与える影響を把握す

ることを目的とする｡	 

	 なお,マーケティング･リサーチについては,抽象

化するのではなく,｢アドホックな消費者,ユーザー

定量調査｣のように,具体的な手法名について質問し

た結果を用いることによって各手法の効果を評価す

る｡また,製品開発の成果については開発,発売した

製品の数とあわせて,そのうち革新的な製品の数に

ついても分析する｡これによって,通常の製品と革新

的な製品の差異も明らかにする｡	 

	 

2.理論的検討	 

1)理論的枠組み	 

	 本研究の理論的枠組みは(濱岡 2007)を参照して

設定した	 (図表 1)｡｢製品開発の成果｣が,マーケテ

ィング･リサーチを通じた｢ニーズ情報｣と企業の｢技

術情報｣を入力として製品開発が行われる｡これらが

｢外部環境要因(需要の変化,競争)｣｢企業の内部要因

(情報共有,迅速な対応,リスク志向,戦略の明示･共

有,戦略-行動の統合,外部からの信頼)｣｢製品開発プ

ロセス要因(製品開発プロセス公式化,重量級リーダ

ー,コンカレント)｣｢製品の特徴(業界)｣によって規

定され,｢製品開発の成果｣が決定されると考える｡	 

図表	 1	 理論的枠組み	 

開発成果
新製品開発数

革新的製品数/成功数

市場情報
ニーズ収集
製品設計

マーケティング計画

技術資源

製品開発プロセス要因
公式化

コンカレント
重量級リーダー

企業の内部要因
情報共有
情報活用
リスク志向

製品の特徴
業種など

外部環境要因
競争
需要変動

	 
	 

2)マーケティング･リサーチ	 

マーケティング･リサーチは情報を収集,分析し,
マーケティング意思決定を支援する機能である｡実
際にはインタビュー,アンケート,製品テストなど
様々な方法が行われている｡ここでは,製品開発に際
して行われるものに注目し,そのどの段階でもちい
られるのか,さらに日常業務の一環として行われる
のか,それとも改めて行うのかによって整理する｡な
お,マーケティング計画の立案も行われるが,ここで
は製品そのものの開発に関するものに注目する｡そ
れぞれの活動が有効に行われている程,製品開発の
成果も向上すると考えられる｡	 
	 



図表 2	 製品開発におけるマーケティング･リサーチ
の分類	 

3.	 データ	 

	 筆者は 2007 年以降,日本の上場製造業者に対して,
研究開発,製品開発についての調査を行っている｡本
研究では,このうち製品開発調査の2007年から2012
年のデータを用いる｡毎年,600 社程度に送付し,120
社程度から回答を得てきた(濱岡豊,	 2013)｡これら
合計 783 社の回答を分析に用いる｡	 
	 各種の概念については,客観的に測定することが
困難であるため,主観的に回答してもらうこととし
た｡測定するために,2-4 項目を設定し 5 段階のリッ
カート尺度で回答してもらった1｡いずれの概念もク
ロンバックのα係数は 0.6 を超え,収束妥当性が確
認された｡また,各年毎に回答した企業としない企業
の間で,売上規模,業種分布の差がないことを確認し
た｡	 

図表	 3	 調査の方法	 

	 
	 

4.結果	 

1)新製品の開発数	 

	 新製品の開発数について，｢総数｣および，新製品

の革新性を考慮して，「これまでの製品の改良，アイ

テム追加など」「大規模なモデルチェンジ，新ブラン

ドの追加など」「これまでにない革新的な製品」に分

けて回答してもらった。	 

	 1社当りの新製品の総数の平均は76.8である。「こ

れまでの製品の改良，アイテムの追加など」が 56.2

であるのに対して，「大規模なモデルチェンジ，新ブ

ランドの追加など」は 15.5，「これまでにない革新

的な製品」は 1.5 となっており，革新的な製品の開

                                                   
1 例えば｢技術能力｣については下記の項目で測定した(α係数
=0.648)｡ 
｢他社と比べて優れた技術をもっている｡｣ 
｢他社と比べて特許の数は多い｡｣ 
｢他社にはない技術を持っている｡｣ 
 

発の難しさがわかる。また，それぞれのうち成功し

たものの割合は革新的な製品の方が高くなっている。

革新的な製品は開発することは困難だが,成功の割

合(確率)は高いことになる｡	 

	 

図表 4	 新製品の発売数(2012 年調査=2011 年実績)	 
発売し
た製品
数

うち成
功した
もの

成功の
割合

昨年度1年間で発売した新製品 76.8 21.0 27.3%
　(1)これまでの製品の改良､アイテムの追加など 56.2 17.8 31.7%
　(2)大規模なモデルチェンジ､新ブランドの追加など 15.5 3.0 19.3%
　(3)これまでにない革新的な製品 1.5 0.6 41.4% 	 
	 

2)マーケティング･リサーチの実施状況	 

この調査では図表	 にあるように 23 のリサーチ手
法の実施状況を回答してもらった｡「営業担当者を通
じた情報収集」「競争企業，製品のベンチマーク」
「顧客の利用／消費現場への訪問，観察」「お客様
窓口からの情報集約」など，日常の業務を通じた活
動からの情報収集が行われていることがわかる｡こ
れらに比べると，定量，定性的なマーケティング・
リサーチの実施割合は比較的低い。これは，回答企
業の多くが生産財企業であるからだと考えられる。	 
なお,時系列では「13.製品コンセプトのテスト（コ

ンジョイント分析など）」｢14.実験室での製品テス
ト(模擬購買などのプリテスト･マーケティング)｣が
低下傾向にある一方，「22.オンライン・コミュニテ
ィでの会話のモニター」など，比較的低コストで顧
客の利用状況などの実態を把握できる方法の実施率
が高まる傾向にある(濱岡,	 2013)｡	 
	 
3)製品開発パフォーマンスの規定要因	 

	 これらと製品開発パフォーマンスとの関係を把握

するために,開発した製品数を従属変数とした回帰

分析を行った｡なお,製品数というカウントデータで

あり,ゼロが多くあるため負の二項分布回帰分析を

用いた(Cameron	 &	 Trivedi,	 1998)｡また,説明変数が

多く,多重共線性や多重共線性や自由度の低下の可

能性があるため,ステップワイズで有意水準 15%の

変数に絞り込んだ｡	 

	 「これまでの製品の改良，アイテム追加など」「大

規模なモデルチェンジ，新ブランドの追加など」に

ついても分析したが,紙幅の制約があるため,｢開発

した製品数｣｢製品の革新性(うち成功した成功した

数)｣の分析結果のみを示す｡	 

	 
｢技術的資源｣は,｢新製品開発数｣｢うち革新的製

品｣｢革新的製品のうち成功数｣のいずれについても
正で有意であり,新製品開発の入力として重要であ
ることがわかる｡｢需要の変化｣も同様であり,脅威と
いうよりは機会もたらす要因といえる｡業種のうち
｢食品｣｢化学工業｣｢製薬｣｢非鉄金属｣｢機械｣｢電気｣に
ついても同様である｡	 

	 マーケティング･リサーチのうち｢15.限定地域,チ



ャネルでのテスト･マーケティング｣も同様である｡	 

これら以外の説明変数については,従属変数によ
って有意水準が異なっている｡つまり,｢新製品開発
数｣｢うち革新的製品｣｢革新的製品のうち成功数｣の
いずれをめざすかによって,規定要因が異なること
を意味する｡	 
例えば,｢重量級リーダー｣は｢新製品開発数｣につ

いては有意ではないが,｢うち革新的製品｣｢革新的製
品のうち成功数｣については正で有意である｡(Clark	 
&	 Fujimoto,	 1991)は日本の自動車メーカーが短期間
で高品質な自動車を開発できた要因としてこの変数
の重要性を指摘したが,｢革新的な製品(とその成
功)｣についても同様であるといえる｡	 
マーケティング･リサーチについては,｢営業担当

者を通じた情報収集｣｢お客様窓口からの情報集約｣
のような日常業務の一貫としての活動は｢新製品の
開発総数｣については正で有意だが,｢革新的な製品
(および成功数)｣については有意ではない｡これら日
常業務からの情報は「これまでの製品の改良，アイ
テム追加など」「大規模なモデルチェンジ，新ブラ
ンドの追加など」の開発には有用だが,｢革新的な製
品｣にはつながらないことがわかる｡	 

一方,｢8.顧客の利用/消費現場への訪問,観察｣は｢新

製品の開発総数｣については有意ではないが,｢革新

的な製品(および成功数)｣については正で有意とな

り,革新的な製品の開発には重要な情報を与えてく

れるといえる｡	 

	 
5.まとめ	 

	 本研究では,製品開発の成果の規定要因について

理論的な枠組みを提案し,実証分析を行った｡この結

果,(1)マーケティング･リサーチ,組織要因,製品開

発プロセス要因が影響すること,(2)通常の製品と革

新的な製品では規定要因が異なること等を明らかに

した｡	 

	 例えば,｢成功する革新的な製品｣については,マー

ケティング･リサーチのうち,｢限定地域,チャネルで

のテスト･マーケティング｣｢顧客の利用/消費現場へ

の訪問,観察｣,｢技術資源｣｢重量級リーダー｣が重要

であることがわかった｡	 

	 
なお､「これまでにない革新的な製品」か否かにつ

いては回答者に判定してもらったという限界がある｡
また,複数時点でのデータをプールした分析を行っ
た｡回答年度も投入したが有意とならなかったが,今
後,パネルデータとしての分析を進めることによっ
て,時系列での変化といった点も明らかにしたい｡	 
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図表 5	 マーケティング･リサーチの実施状況	 

	 
図表 6	 推定結果(開発した製品数についての負の二項分布回帰分析)	 

	 
注)有意水準 15%を設定したステップワイズ分析の結果｡回答年度も投入したが有意とならなかった｡	 

	 	 ***:1%水準で有意	 	 **:5%水準で有意	 	 *:10%水準で有意	 


